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テーマ「国際線格安航空会社（LCC）受け入れの経済分析」

・テーマ設定の背景

　格安航空会社とは、事業の効率化や人件費、運行コストの削減、機内サービスの簡素化などの手段を用いてコストを削減し、低価格な航空輸送サービスを提供する航空会社のことである。現在、欧米やアジア諸国では格安航空会社（LCC）がその勢力を拡大していると伝えられ、イギリスでは航空シェアの５０％をLCCが占めているという。日本においては、1990年台の航空規制緩和を受けてスカイマークエアラインズや北海道国際空港（AIR DO）などが欧米の格安航空会社をモデルに参入したが、様々な問題があり実際には「格安」と呼べるような価格設定が出来ず、多くが失敗に終わっている。
　そのような状況を受けて、国土交通省は10/26「成長戦略会議」の第1回会合において、消費者の選択肢拡大、既存空港の有効活用などを目的として、日本においてLCC導入を検討する必要があることを示した
。国際線LCCの受け入れと国内線LCCの確立の双方を検討することとしており、国際線受け入れに関しては受け入れ空港の選定、参入促進策を、国内線LCC確立に関しては参入企業の支援策、また新しい事業モデル確立の可能性などを検討するとのことである。

　そこで７班では、今後の民主党の意思決定に有用なデータを提供することを目的として特に国際線LCCの受け入れに関して経済分析を行う。

・分析方法

　現在国際線LCCの日本への参入が低調であることの原因として、羽田空港の発着枠の制限や高い空港使用料があるといわれている。そこでまず、国際線LCC受け入れ空港の選定をするにあたって１、首都圏空港の発着枠の拡大　２、地方空港の利用　の２種類のシナリオ（地方空港に関しては複数検討）を検討する。

首都圏空港発着枠の拡大に関しては、主に成田、羽田を想定する。発着枠を拡大することでLCCの参入を促進し、それに伴う価格の低下と需要量の増加分を推定し、消費者余剰の増加分を算定する。その際、現行路線の需要量は減少すると考えられるため、それに伴う消費者余剰の減少分、生産者余剰の減少分を算定する。また、発着枠を拡大する際には夜間、早朝を利用することが考えられているため、それに伴う騒音被害を外部費用として推定し、すべてを合計して首都圏空港発着枠拡大による国際線格安航空会社受け入れの総余剰を計算する。

地方空港利用に際しては、現在考慮されている複数の地方空港についてそれぞれ検討する。具体的には札幌、九州空港等である。それぞれについて路線の追加による消費者余剰の増加、現行路線の需要量減少に伴う消費者余剰の減少分、生産者余剰の減少分を算定する。また、地方空港に国際線LCCを受け入れることで、周辺地域の活性化が予想されるため、それにおける外部便益を推定し、すべてを合計して純便益を求める。
また、国際線LCCの受け入れにあたって国内空港使用料の引き下げが有用な効果を及ぼすと考えられえるため、それについても別途検討し、各シナリオ、各手法の組み合わせについて分析を行うこととしたい。
なお、推定にあたっては海外都市を一つ選択し、その都市と日本の航空需要データを用いる予定である。具体的にはシンガポール、クアラルンプール等である。

また、欧米・アジア諸国にLCCが参入した際の需要量の変化をデータとして参照することが出来れば、それらのデータを需要関数の推定に用いることが出来るとも考えている。
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